
平成25年1月16日
釜⽯地⽅森林組合
高橋 幸男
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岩手県南東部に位置する
近代製鐵発祥の地

世界三大魚場[三陸漁場]

夏は涼しく・冬は暖かい

東北有数の企業城下町東北有数の企業城下町

産業構造の変化
人口減少[ピーク時の約半分]

地域経済の⽴て直し
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名 称

設 ⽴

釜⽯地⽅森林組合

昭和60年2月8日
釜⽯市森林組合・大槌町森林組合合併

釜⽯地⽅森林組合の概要(平成24年12月31日現在)

組合員数 1,686名組合員数 1,686名

出 資 ⾦ 100,082千円

役 職 員
常勤理事 1名
非常勤理事 12名
監 事 3名

内業職員 8名
外業職員 8名

震災後 4名増員
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地域の課題・期待地域の課題・期待

林業の課題

・⽊材価格の⻑期低迷
・林業従事者及び林家の高齢化
・担い⼿不⾜

地域住⺠の期待

・林産材の供給
・地球温暖化防止
・環境保全
・教育、保健、⽂化的利活⽤

地域製造業の不安

・地球温暖化問題
・化⽯燃料の高騰危惧

各種補助事業導入
提案型施業集約化

資源の循環活⽤による
森林・林業の持続が危惧

・教育、保健、⽂化的利活⽤

森林に対する期待
多様化・高度化

⽊質バイオマスに注目

安定確保と納入価格
不安

林業の課題解消が地域の問題解決に
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平成19年4月 全国モデル組合に認定
提案型集約化・森林施業計画の確実な実⾏
組合員への所得還元・環境資産としての地位の向上

⺠有林⺠有林

町・市有林

⺠有林 ⺠有林
基幹作業道

施業の集約化

5



6



☆新規雇⽤拡大
間伐の生産性 (3.2㎥/人 5.2㎥/人)

十分対応可能
☆作業システムの確⽴
結果は列状間伐 地域性から結果は列状間伐 地域性から

列・定複合式
課題1 高性能林業機械の構造・収⽀分岐
課題2 作業者の経験
課題3 集材・搬出作業の遅れ(IHIフォワー

ダの導入)

課題4 林内路網の適切な開設⽅法
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ｱｶﾏﾂ 2m 

伐採後 4ヶ月経過
検地材積 14.343㎥
正味重量 12.960ｔ

ｽｷﾞ 2.0m

伐採直後
検地材積 15.367㎥検地材積 15.367㎥
正味重量 13.240ｔ

当地域の重量換算値
(238㎥のサンプル)

結果として
1t=1.23㎥
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運搬コスト
未利⽤資源 3.32ｔ/台 1日9工程
規格外(丸太) 14.80ｔ/台 1日2工程
平 均 7.18ｔ/台 1日4工程

距離・荷姿によりトラックの配送計画
間伐作業着⼿前に作業工程を計画
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結果として
当初の目標 雇⽤の拡大

コスト削減
作業システムの確⽴作業システムの確⽴

新規雇⽤ ５名(組合)

運送関係 １,１４８台
生 産 性 3.2㎥/人から5.2㎥/人
システム 10㎥/人へ再検討
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⽯炭混焼率 2% ５,０００ｔ
CO2削減効果 ７,０００ｔ－CO2

効率のよい混焼を目指し
現在のバイオマス資源購入

目標 ８,０００ｔ/年に拡大
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組合⻑を含む5名もの命を奪われる。
事務所全壊(未曾有の大被害)事務所全壊(未曾有の大被害)

復旧は無理・合併しか？

13



・福島第一原発事故によるエネルギー対策

・災害に強いエネルギー対策
・地域雇⽤を創設するエネルギー対策
・地域内で自給するエネルギー対策・地域内で自給するエネルギー対策

安心・安全・地域経済の活性化
ＦＩＴ制度導入への追い風
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年 度
バイオマス量

(A)

丸太取扱量
(B)

比 率
(A)/(B)×100 備 考

平成22年度 8,552t
10,518㎥

16,046t
19,737㎥ 53%

平成23年度 5,323t
6,547㎥

10,901t
13,409㎥ 48%

震災のため
3月〜6月末まで納入停止

平成24年度 9,251t
11,378㎥

15,639t
19,236㎥ 59%

計 23,126t
28,443㎥

42,586t
52,382㎥ 54%

注) 平成21年度試験結果 重量換算係数 1t=1.23㎥

賦存量：丸太取扱量の約50%
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釜⽯市⽔産農林課作成
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注） バイオマス資源については、あくまでも森林整備事業から発⽣する副産物であり
経費については、積込・積降・運搬経費のみで販売。
事業体はコスト削減の努⼒が必要。
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森林整備事業の副産物であるため、⽣産量が需要量を超過すると在庫が発⽣。
在庫管理費（⼟場の確保）を含め費⽤が増加する傾向にある。
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・森林・林業再生に向けての⼀役になりえる。（需要・雇⽤拡大）

・販売単価？（推定５,７００円〜７，３００円/㎥）

・大型バイオマス発電所？（資源収集の可能性・送電網インフラ整備・安心）
・5,000kwh発電 約65,000㎥ ・震災で送電網が被災
・100ｋｍ圏内での調整。

・⽊質系バイオマスの発電能⼒？（熱源利⽤⽅法）

・今後の⽊材需要量の推移？（林業の主⼒は建築⽤材）

当管内は、復興予算を投入し電⼒・熱源利⽤が可能なインフラ整備が必要。
⽯炭混焼のほか、⼩集落単位のバイオマス施設（スマートコミﾕ⼆テｲ―）の必要。
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